別紙　１

プロポーザル参加資格審査申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日　

北海道知事　様

　令和４年度(2022年度)において、北海道が実施する「北海道スポーツのみらいを拓く集い」に係るプロポーザルに参加したいので、指定の書類を添えてプロポーザル参加資格の審査を申請します。

　なお、この申請書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

	№
	法人・団体名（コンソーシアムの場合は代表者） （フリガナ）


	  １


	

	 代表者　職・氏　名（フリガナ）


	 代

 表

 者

 印
	

	所在地又は住所

 　〒　　　－



	


コンソーシアムのその他の構成員
	№

	（フリガナ）

法人・団体名

	（フリガナ）

代表者職・氏名

	所在地又は住所    


	２


	
	
	

	３


	
	
	

	４


	
	
	

	５


	
	
	


（備考）

　　申請書には次に掲げる提出書類を添付すること。(必須事項）

提出書類等
　プロポーザル参加資格審査の申請に必要な書類は次のとおりです。
  なお、法人、団体、コンソーシアム等で提出書類が異なりますので、十分ご確認の上、提出してください。
  また、内容を確認するために他の書類の提出をお願いする場合もありますので、あらかじめご了承ください。
　※　登記事項証明書、各納税証明書等は、申請受付時前３か月以内に発行されたものを提出して　　ください。
	
	区　　　　　　　　分
	法
人
	団
　　
体
	コンソ｜シアム
	摘　　　　　　　　　　　　　要


	１

	法人の概要調書（別記様式１）

	◎

	
	◯

	　直近事業年度の決算書（損益計算書、貸借対照表等）を添付。
　契約実績の記載がある場合は、履行実績を確認できる書類（契約書・請書の写し、成果品など）を添付。
　コンソーシアムによる参加の場合は、構成員ごとに作成。

	２

	団体の概要調書（別記様式２）

	
	◎

	◯

	　直近事業年度の決算書（損益計算書、貸借対照表等）を添付。
　契約実績の記載がある場合は、履行実績を確認できる書類（契約書・請書の写し、成果品など）を添付。
　コンソーシアムによる参加の場合は、構成員ごとに作成。

	３

	登記事項証明書（写し可）

	◎
 
	
	◎

	　法務局の発行するもの。
　申請受付時前３か月以内に発行されたもの。

	４

	道税（道が賦課徴収するものに限る）に滞納がないことの証明書（＊）
（原本の提出。）
	◎
 
	◎

	◎

	　道税事務所、各総合振興局等税務（納税）課の発行するもの。
  申請受付時前３か月以内に発行されたもの。


	５

	本店が所在する都府県の事業税に滞納がないことの証明書
（原本の提出。）

	○

	○

	○

	  道税の納税義務がない場合。
  申請受付時前３か月以内に発行されたもの。
※本店が道外で道内に支店等がある場合について
　本店が道外であっても、道内に支店等を置いている等の理由で北海道に納税義務がある場合は「道税に滞納がないことの証明書」を提出してください。この場合、本店に係る「本店が所在する都府県の事業税に滞納がないことの証明書」については提出不要です。

	６

	消費税及び地方消費税に未納がないことの証明書（原本の提出。）
	◎

	◎

	◎

	　税務署の発行するもの。
　申請受付時前３か月以内に発行されたもの。

	７
	誓約書（別記様式３）
	◎
	◎
	◎
	  全ての申請者。

	８

	健康保険・厚生年金保険の届出義務を履行している事実を証する書類（写し可）

	◎

	◎

	◎

	  ①納入告知書
  ②資格取得確認書及び標準報酬月額決定通知書
  ③適用通知書
  ①②③など加入状況が確認できる書類

	９

	雇用保険の届出義務を履行している事実を証する書類
（写し可）

	◎

	◎

	◎

	　①保険関係成立届
  ②領収済通知書
  ③概算・確定保険料申告書（控）
  ①②③など加入状況が確認できる書類

	１０

	社会保険等適用除外申出書
（別記様式４）
	○

	○

	○

	　健康保険、厚生年金保険、雇用保険の加入義務のない場合


（注）１ ◎印は、必ず提出しなければならない書類です。
      ２ ○印は、該当するときに提出する書類です。
　　　３ コンソーシアムによる参加の場合は、３～９の提出書類は構成員ごとに提出が必要です。
　　  ＊ 道税に滞納がないことの証明書について
　　　　 道税の納税証明書について、誤って法人事業税に未納がない旨の証明を取られる方が非         常に多いのが現状です。
　　　　 提出していただく納税証明書は、｢道税（個人の道民税及び地方消費税を除く）について        滞納がないこと｣の証明書ですので、ご注意ください。
　　　　 また、道内に支店等がない場合等で道税の納税義務がない場合は提出不要です。
別記様式１

  法人の概要調書

	№
	法人名

	
	


	　設立年月
	      年　　　月
	業績［決算期　　月］           　(千円）

	　資本金
	            千円
	
	売上高
	営業利益
	経常利益
	当期利益

	　従業員数
	              名
	前　期
	
	
	
	

	　主業種名
	
	前々期
	
	
	
	

	 〔道内の事業・運営拠点〕

  名称

　所在地   〒

  電話番号

　

  E-mail

　担当者の職・氏名（フリガナ）



	過去３年以
内の同種業務の官公庁
等との契約
実績
	年度
	業務名及び契約相手先
	契約額
	契約期間
	業務の内容

	
	
	
	      円

	   月　日

～　月　日

	

	［申出事項］

  私は、プロポーザル参加資格審査申請に当たり、次に該当しない者であることを申し出ます。
   (1)　地方自治法施行令第167条の４第１項各号に掲げる者（未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は含まれない。）。
　 (2)　地方自治法施行令第167条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されている者。
   (3)　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されている者。
   (4)　次に掲げる税を滞納している者。
　    　ア　道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。）
　　　　イ　本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。）
　　　　ウ　消費税及び地方消費税
   (5)　次に掲げる届出の義務を履行していない者（当該届出の義務がない場合を除く。）。
　　　　ア　健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出
　　　　イ　厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出
　　　　ウ　雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出



　

※直近事業年度の決算書（損益計算書、貸借対照表等）を添付してください。

※契約実績の記載がある場合は、履行実績を確認できる書類（契約書・請書の写し、成果品な　　ど）を添付してください

※コンソーシアムによる参加の場合は、構成員ごとに作成してください。

別記様式２

　団体の概要調書

	№
	団体名

	
	


	　設立年月
	      年　　　月
	

	執行体制

	役員　　　名     (会員数　　　　名)
職員　　　名     

 ※規約（会則等）、組織図等を添付してください。

	主な活動内容

	

	年間の予算額

	　収

入


	会費収入     　    千円

事業収入    　     千円

その他       　    千円

  計
	支

出

	事業費　　　　　　　千円

管理費　　　　　　　千円　　 

  計                千円


	事業年度
	         年　　月　　日～　　　　　年　　月　　日         

	総会等の開催日
	         年　　月　　日   

	 〔道内の事業・運営拠点〕

  名称

　所在地   〒

  電話番号

  E-mail

　担当者の職・氏名（フリガナ）



	過去３年以
内の同種業務の官公庁
等との契約
実績
	年度
	業務名及び契約相手先
	契約額
	契約期間
	業務の内容

	
	
	
	      円

	　月  日

～　月　日

	

	［申出事項］ 

  私は、プロポーザル参加資格審査申請に当たり、次に該当しない者であることを申し出ます。
   (1)　地方自治法施行令第167条の４第１項各号に掲げる者（未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は含まれない。）。
   (2)　地方自治法施行令第167条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されている者。
   (3)　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されている者。
   (4)　次に掲げる税を滞納している者。
　　　　ア　道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。）
　　　　イ　本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。）
　　　　ウ　消費税及び地方消費税
   (5)　次に掲げる届出の義務を履行していない者（当該届出の義務がない場合を除く。）。
　　　　ア　健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出
　　　　イ　厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出
　　　　ウ　雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出


　※直近事業年度の決算書を添付してください。

　※契約実績の記載がある場合は、履行実績を確認できる書類（契約書・請書の写し、成果品など）を添付してください

  ※コンソーシアムによる参加の場合は、構成員ごとに作成してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別記様式３

誓　　約　　書
　　　北　海　道　知　事　　　様

　私は、北海道が実施する「北海道スポーツのみらいを拓く集い開催業務」に係るプロポーザル参加資格審査の申請に当たり、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員(以下同じ。））又は暴力団関係事業者（暴力団員が実質的に経営を支配する事業者その他同条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者をいう。）に該当しない者であるとともに、今後、これらの者とならないことを誓約します。

　上記の誓約に反することが明らかになった場合は、プロポーザル参加資格を制限されても異存ありません。

　また、上記の誓約の内容を確認するため、北海道が他の官公署に照会を行うことについて承諾します。

　　　令和　　年　　月　　日

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地　〒

                                     名称

                                     代　表　者　　　　　　　　　　         
別記様式４
社会保険等適用除外申出書
北海道知事　様

次の理由により、社会保険又は雇用保険の届出義務のないことを申し出ます。

また、申出の内容を確認するため、北海道が他の官公署等に照会を行うことについて承諾します。

【社会保険】　□健康保険　　□厚生年金保険

　１．従業員５人未満の個人事業所であるため。
２．従業員５人以上であっても、強制適用事業所となる業種でない個人事業所のため。

 ３．その他

	


　　注１　届出義務のない保険の種類をチェックし、該当する番号を◯で囲むこと。

２　その他を選択した場合は、関係機関に問い合わせを行った上でその理由を記載すること。

　（例）◯◯年金事務所に確認し、△△により適用除外となる。

【雇用保険】

１．役員のみの法人であるため。

２．その他

	


　　注１　該当する番号を◯で囲むこと。

２　その他を選択した場合は、関係機関に問い合わせを行った上でその理由を記載すること。

　（例）◯◯ハローワークに確認し、△△により適用除外となる。

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　所在地

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　印　　
